
　

事　　　項 限度額

　 期間 金額 期間 金額 国(府)支出金 地方債 その他

        千円         千円 　 千円 千円 千円 千円 千円

令和３年度

90,000 ～ 90,000 84,600 5,400

令和７年度

ブランディング・シティプ
ロモーション事業

（店舗誘致及び開業運営支
援）

一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの 当該年度以降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支出（見込）額 の支出予定額 特　　定　　財　　源



2.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

688

(496)

688

(496)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 0

4,050

比　 較 0 0 0 0 △ 1,476 0 0 0

6,972 44,171 79,454 780 215,759 48,490

215,759 48,490 4,050

補正前 166,778 73,322 162,253 31,856 677,205 407,686

675,729 407,686 6,972 44,171 79,454 780

△ 11,134

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

補正後 166,778 73,322 162,253 31,856

比　　　 較 △ 8,220 0 △ 1,476 △ 9,696 △ 1,438

6,203,874

補　正　前 743,289 2,476,504 1,918,776 5,138,569 1,076,439 6,215,008

補　正　後 735,069 2,476,504 1,917,300 5,128,873 1,075,001

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計



イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

94

(488)

94

(488)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 00 0 0 0 0 0比　 較 0 0 0 0 △ 1,476

5,621 0 0 348 2,520 0

2,520 0

補正前 14,581 0 6,571 0 129,242 0 0

0 0 5,621 0 0 348

△ 11,134

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

補正後 14,581 0 6,571 0 127,766

比　　　 較 △ 8,220 0 △ 1,476 △ 9,696 △ 1,438

1,345,200

補　正　前 743,289 242,878 158,883 1,145,050 211,284 1,356,334

補　正　後 735,069 242,878 157,407 1,135,354 209,846

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計



 (２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分 増減額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　考

 (千円)    (千円)

報酬 △ 8,220  その他の増減分 △ 8,220 民間企業人材交流事業負担金による減

　会計年度任用職員（フルタイム）　3人分

職　員 △ 1,476  その他の増減分 △ 1,476 民間企業人材交流事業負担金による減

手当等 　会計年度任用職員（フルタイム）

　期末手当　3人分

共済費 △ 1,438  その他の増減分 △ 1,438 民間企業人材交流事業負担金による減

　会計年度任用職員（フルタイム）　3人分


